
調査手法
等の検証

ｏ調査方法の変
　更、多様化を
　導入した場合
　の精度確保

ｏ調査方法の変
　更に伴う適正
　な調査員事務
　及び市町村事
　務

ｏ調査票記入に
　当たっての国
　民の抵抗感の
　軽減及び正確
　性の確保

第１次試験調査
(主に調査方法の検証)

ｏ調査方法の変更に伴う調
　査票の回収率（調査票配
　布時の世帯面接の状況が
　回収率等に与える影響、
　督促効果等）の把握
ｏ調査方法の変更に伴う調
　査票の記入状況の把握
ｏITを活用した調査方法の
　実地検証

ｏ調査員の担当調査区数拡
　大による事務量の影響を
　把握
ｏ調査区要図のプレプリン
  ト化による調査員事務の
  効率化の状況の把握
ｏフォローアップ調査の事
　務量の把握
ｏ調査票収受等市町村事務
　量の把握

ｏ選択肢や記入方法を変更
　した場合の記入状況の把
　握

第２次試験調査
 １次試験結果を踏まえた
検証及び調査事項の検証

ｏ郵送回収及びインターネッ
　ト回収を組み合わせた調査
　方法の検証
ｏ回収率向上及び調査票の記
　入不備の防止のための対策
　の効果検証

ｏ調査員の事務内容及び担当
  調査区数の設定の妥当性の
  検証
ｏ調査票の配布期間、世帯か
　らの調査票の提出期限及び
　フォローアップ調査の期限
　の設定の妥当性の検証
ｏ指導員の事務内容の検証
ｏ調査票の一元的な回収状況
　の管理システムの検証
ｏ市町村における審査体制等
　の実施体制に係る検証

ｏ調査事項の設定や調査票の
　設計に係る検証

第３次試験調査
 最終検証及び地方事
 務の習熟

ｏ本調査と同様の調査
　方法及び調査事項に
　よる最終的な検証

ｏ地方における実施体
　制の最終的な検証

ｏ地方における調査事
　務の習熟

平成22年国勢調査の試験調査実施計画（案）
資料３



 〇調　 査 　日：平成16年6月1日

　　　 支援業」，「Ｐ－複合サービス事業」，「Ｑサービス業（他に分類されないもの）」に属する事
　　　 業・活動を行っている民営の事業所のうち，総務大臣が指定した事業所(約４６万事業所）

 〇調 査 事 項：開設時期，開設形態，収入金額，事業所の面積，事業所の営業時間，事業所の休業日，
　　 　　　料金 の状況，業務の繁閑状況，経費総額（設備投資額）　　等

など

 〇調査の対象：日本標準産業分類に大分類「Ｍ－飲食店，宿泊業」，「Ｎ－医療，福祉」，「Ｏ－教育，学習

 〇 平成22年国勢調査の企画・立案の際に用いる基礎資料

 〇 統計審議会及び人口・労働統計部会等への検討結果の報告

〇サービス業基本調査は，我が国においてサービス業を営む事業所の経済活動及び業務の実態を
調査し もって我が国におけるサービス業事業所の産業 従業者規模等の基本的構造及び活動の

　
　○ 平成22年国勢調査の調査方法等について実地に検討する。
　

　○ 詳細な実施計画を策定するための問題点や改善策を把握する。

　○ 調査日　　　：　平成19年７月

　○ 調査地域　　：　①政令指定都市、県庁所在市又は特別区、②中核市又は特例市、③左記以外
　　　　　　　　　　の市、④町村の４類型から、それぞれ地域特性（一戸建の多い地域、共同住宅
　　　　　　　　　　の多い地域）別に各１市区町村を抽出（８市区町村）
　　　　　　　　　　　また、調査上困難が予想される①建物１棟でいくつかの調査区を構成してい
　　　　　　　　　　るオートロックマンション、②ワンルームマンションなど単身者が居住する住
　　　　　　　　　　宅の多い地域、③その他（外国人の多い地域など）の３特性に応じ、各２市区
　　　　　　　　　　町村を抽出(６市区町村）
　　　　　　　　　　（合計14市区町村）

  ○ 調査対象　  ：　調査日現在、上記の地域から抽出した448調査区に常住するすべての人
　　　　　　　　　 （約22,400世帯）

　○ 調査票　　　：  産業・職業欄等、抵抗感があるとされる調査項目について検証するため、以
　　　　　　　　　　下の２種類の調査票を用意し、それぞれ調査区の半数で使用
　　　　　　　　　　①従来型の調査票（郵送提出により、調査員を介さなくなったことが世帯の抵
　　　　　　　　　　　抗感に与える影響について検証）
　　　　　　　　　　②抵抗感のある調査項目について、マーク選択で回答させるなど、記入者の負
　　　　　　　　　　　担軽減を図った調査票（設問の設定が与える影響について検証）

　○ 調査方法　  ： 以下の二つの方法により調査を実施し、回収率等を比較検証
　　　　　　　　　　①配布期間従来型
　　　　　　　　　　　調査員は世帯と面接し、記入依頼を行った上で調査票を配布する方法（配布
　　　　　　　　　　　期間は１週間、世帯への訪問回数を制限）
　　　　　　　　　　②配布期間延長型
　　　　　　　　　　　基本は①と同様だが、配布期間は２週間に延長し、特に世帯への訪問回数を
　　　　　　　　　　　制限しない。また、調査員は全世帯に調査票の提出確認票を配布。

　　　　　　　　　　また、世帯からの調査票の回収については、①、②共に、郵送回収を基本とす
　　　　　　　　　　る。ただし、希望に応じて、世帯が市町村に直接調査票を持参すること、調査
　　　　　　　　　　員に提出することも可能とする。
　　　　　　　　　　なお、所定の期間内に提出されなかった場合は調査員がフォローアップ調査を
　　　　　　　　　　行う。
　
　○ その他　　　：・統計報告調整法に基づく統計報告の徴集として実施
　　　　　　　　　 ・インターネット調査については、最適化計画に基づく共通システム（試行
　　　　　　　　　　 版）を利用して実施（※調査実施時期は19年７月と異なる）

　○ 調査の流れ

　
　  　※調査方法の変更に伴い、調査員１人当たり４調査区を担当（１調査区：約50世帯）
　　　　ただし、調査上困難が見込まれる地域では調査員１人当たり２調査区を担当

調査のねらい

調査の概要

結果の利用

総務省 都道府県
（７）

調査員
（160）

調査世帯
（約22,400）

市区町村
（14）


